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（Euratom）の 3共同体が統一される形で 1967 年に成立した。この時点での
加盟国は，ベルギー，ドイツ（加盟時西ドイツ），フランス，イタリア，ル
クセンブルク，オランダの 6ヶ国 1）であった。その後，1973 年にデンマーク，
アイルランド，英国の 3ヶ国が加わり，1981 年にはギリシャ，1986 年には
ポルトガル，スペインが加盟して 12 ヶ国になった。
　1993 年にはモノ・サービス・ヒト・カネの移動を自由化する市場統合が




ランド，スウェーデンの 3ヶ国が加わり，そして 2004 年にキプロス，チェコ，
エストニア，ハンガリー，ラトビア，リトアニア，マルタ，ポーランド，ス
ロバキア，スロベニアの 10 ヶ国が加わった。A8 とは，この 10 ヶ国のうち
キプロスとマルタを除く 8ヶ国を指す。
　欧州連合はその後も拡大を続け，2007 年にはブルガリアとルーマニアが，
2013 年にはクロアチアが加盟し，現時点での加盟国数は 28 となっている。
（2）Accession eight の人口・GDP・失業率
　ここでは，A8 の欧州連合加盟年である 2004 年時点での人口，GDP，失業
率の状況を確認する。人口と失業率は，国際連合の National Accounts Main 
Aggregates Databaseに基づいている。失業率のデータは，国際労働機関
（International Labour Organization: ILO）の LABORSTA Internetから取得した。
　図表 2-1 は A8 と英国の人口を示したものである。A8 の中ではポーランド
図表 2-1　A8 と英国の人口（2004 年）
出典　国際連合の National Accounts Main Aggregates Databaseのデータを基に
筆者作成


















出典　国際連合の National Accounts Main Aggregates Databaseのデータを基に
筆者作成
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図表 2-3　A8 と英国の 1人あたりGDP
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注
 1） The Inner Sixと呼ばれる。



















ついては制限を強化する方向に転換している。なお，2004 年に A8 が EUに
加盟した際，英国に A8 からの労働移民が集中した理由は，その時に A8 の
国民に対して自国の労働市場へのアクセスを認めた国が少数であったからだ
と考えられる 1）。
　英国政府は，EU 拡大に伴い A8 からの労働移民を対象に Worker 
Registration Scheme（WRS）と呼ばれる登録制度を導入した。WRSは，英















WRSのデータを基に作成した Accession Monitoring Report A8 Countries 
(May 2004–June 2007) によって確認する。
　図表 3-1 はWRSへの申請者数を表している。2005 年や 2006 年の数値を
見ると，年間 20 万人を超える労働移民が A8 から英国へ押し寄せたことが
わかる。日本労働研究・研修機構によれば，英国政府はWRSの年間登録者






















 2） 厚生労働省（2010）p. 59 参照
 3） Border and Immigration Agency
 4） 日本労働研究・研修機構ホームページの海外労働情報による。
  http://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2006_3/england_01.htm











市場に mだけの労働移民の参入があり，労働供給曲線が S0 から S1 に変化し




ら l1（＝ l0 ＋ m）に増えたことにより，賃金は w0 から w1 へと低下する。つ






表 4-1 の場合と同様に，不熟練労働市場に mだけの労働移民が参入し，労
働供給曲線が S0 から S1 へ変化した場合を表している。労働移民が参入する
前は賃金 w0，雇用量 l0 であったが，参入後は賃金 w1，雇用量 l1（＝ l’0 ＋ m）
となっている。この時の l’0 というのは，労働移民が参入する前の労働供給
曲線 S0 において，賃金w1 の時の供給量を表しており，l’0 ＜ l0 である。つまり，
労働移民の参入によって，賃金が w0 から w1 へと低下したとともに，現地不



















生産力曲線が上方にシフトするとすれば，図表 4-5 のようになる。図表 4-5
によれば，賃金は w0 から w2（w0 ＜ w2）へと上昇し，現地労働者の雇用量







1997 年から 2005 年の Labour Force Survey（LFS）2）を用いて賃金への影響
を分析している。それによれば，英国生まれ人口に占める外国生まれ人口の
比が 1％上昇すれば，英国生まれの人の賃金を 0.3 ～ 0.4％上昇させる効果が
ある。また，英国生まれの人の賃金の，5パーセンタイル，10 パーセンタイ
ル，25 パーセンタイル，50 パーセンタイル，75 パーセンタイル，90 パーセ
ンタイル，95 パーセンタイルに対する影響を推計している。外国生まれの
人口の比率が 1％上昇すれば，賃金の 5パーセンタイルでは賃金が 0.5％減





　A8 からの労働移民の影響を分析したものとしては，Lemos & Portes（2008）
が挙げられる。Lemos & Portes（2008）は，2004 年から 2006 年までの期間
のデータを用いて労働移民が賃金に与える影響について分析している。労
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働移民に関する変数は，WRSから得られた労働移民流入数が労働可能人口

















について New Earnings Survey（NES）4）と ONS annual series of international 


























　分析範囲を若干広げたものに Migration Advisory Committee（2012）がある。
Migration Advisory Committee（2012）は LFSデータを基に，年代毎の労働
移民グループが現地労働者の雇用に与える影響を分析している。それによれ
ば，1995 年から 2010 年の労働移民グループが 100 人追加される毎に，現地
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注
 1） このような説明の仕方は，Borjas（1999），Dustmann et al.（2008），Bodvarsson 
and Van den Berg（2013）などに基づいている。
 2） Labour Force Survey（LFS） は， 英 国 国 家 統 計 局（UK Office of National 
Statistics: ONS）が実施している雇用環境に関する調査である。これはイギリ
スで最も大きい世帯調査であり，雇用や失業の公的統計の基になっている。
 3） Annual Survey of Hours and Earnings（ASHE）は，全産業の雇用者の所得水準や，
分配，労働時間などを調査したもので，男女別や雇用形態別の所得データを提
供している。
 4） New Earnings Survey（NES）は，ASHEの前身となった英国国家統計局が実施
していた調査で 2004 年に ASHEへと転換している。NESのデータは加工され
ASHEのデータへと引き継がれている。
 5） the ONS annual series of international migration estimates for the UK regionsは，
英国国家統計局が主に the port-based International Passenger Survey（IPS）を
基にして，英国の出入国に関する労働移動についてまとめたものである。
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